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平成２９年５月 

関東信越国税局 
 
 

平成２８年分の所得税等、消費税及び贈与税の 

確定申告状況等について 
 
 

Ⅰ 確定申告の状況 

１ 所得税等の申告状況 

⑴ 確定申告書の提出状況 

＝提出人員は３１０万６千人で、平成２３年分からほぼ横ばいで推移＝ 

   
（注）翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。 

 

平成２８年分所得税等の確定申告書の提出人員は３１０万６千人で、

平成２７年分（３０８万１千人）から２万５千人（＋０．８％）増加と、

平成２３年分からほぼ横ばいで推移しています。 
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このうち、申告納税額のあるもの（納税人員）は９０万７千人で、そ

の所得金額は４兆８，６８８億円、申告納税額は３，３６６億円となっ

ており、平成２７年分と比較すると、納税人員（＋１．６％）、所得金

額（＋２．５％）及び申告納税額（＋４．４％）はいずれも増加しました。 
  
○ 所得者区分別の状況 

イ 事業所得者 

納税人員は２６万人で、その所得金額は９，８０４億円、申告納税額

は７９９億円となっています。 

これを平成２７年分と比較すると、納税人員（＋３．１％）、所得金額

（＋５．２％）及び納税申告額（＋６．４％）はいずれも増加しました。 

ロ 事業所得者以外 

納税人員は６４万６千人で、その所得金額は３兆８，８８４億円、申

告納税額は２，５６７億円となっています。 

これを平成２７年分と比較すると、納税人員（＋１．０％）、所得金額

（＋１．９％）及び申告納税額（＋３．８％）はいずれも増加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3 

⑵ 譲渡所得の申告状況 

イ 土地等の譲渡所得 
＝申告人員６万４千人・有所得人員４万１千人はいずれもほぼ横ばい、所得金額は増加＝ 

 

 

確定申告書を提出した人員のうち、土地等の譲渡所得（総合 

譲渡を含む。）の申告人員は６万４千人です。そのうち、所得金

額のあるもの（有所得人員）は４万１千人で、その所得金額は

５，３６７億円となっています。 

これを平成２７年分と比較すると、申告人員（±０．０％）及び

有所得人員（＋０．４％）はいずれもほぼ横ばい、所得金額（＋１

１．３％）は増加しました。 
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ロ 株式等の譲渡所得 
＝申告人員は11万３千人で増加、有所得人員及び所得金額はいずれも減少＝ 

 

 

確定申告書を提出した人員のうち、株式等の譲渡所得の申告 

人員は１１万３千人です。そのうち、有所得人員は３万６千人で、

その所得金額は１，７５７億円となっています。 

これを平成２７年分と比較すると、申告人員（＋１．９％）は増

加、有所得人員（▲３６．３％）及び所得金額（▲２０．７％）は

いずれも減少しました。 
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２ 個人事業者の消費税の申告状況 

＝申告件数は１５万６千件で、平成２４年分からほぼ横ばいで推移、納税申告額は４年連続で増加＝ 

 
（注）翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。 

 

 

個人事業者の消費税の申告件数は１５万６千件であり、納税申告額は

７６４億円となっています。 

これを平成２７年分と比較すると、申告件数はほぼ横ばいとなっており、

納税申告額（＋１．７％）は４年連続で増加しました。 
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３ 贈与税の申告状況 

⑴ 贈与税の申告状況 

＝申告人員・納税人員はいずれも減少、申告納税額は増加＝ 

 

 

贈与税の申告書を提出した人員は５万８千人です。そのうち申告納

税額のあるもの（納税人員）は４万人で、その申告納税額は２０５億

円となっています。 

これを平成２７年分と比較すると、申告人員（▲４．９％）及び納税

人員（▲２．４％）はいずれも減少、申告納税額（＋３．３％）は増加

しました。 
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⑵ 暦年課税及び相続時精算課税別の申告状況 
＝暦年課税の申告人員は減少、申告納税額はほぼ横ばい＝ 

＝相続時精算課税の申告人員は減少、申告納税額は増加＝ 

 

（注）１ 翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。 

   ２ 平成２７年分及び平成２８年分の申告人員グラフのかっこ書は、特例税率に係る贈与の人員である。 
   ３ 相続時精算課税に係る人員には、暦年課税との併用者を含んでいる。 

 

《暦年課税の申告状況》 

暦年課税を適用した申告人員は５万２千人で、申告納税額は１７７億

円となっています。 

これを平成２７年分と比較すると、申告人員（▲４．４％）は減少、

申告納税額（＋０．６％）はほぼ横ばいとなりました。 

 

《相続時精算課税の申告状況》 

相続時精算課税を適用した申告人員は６千人であり、申告納税額は

２８億円となっています。 

これを平成２７年分と比較すると、申告人員（▲９．４％）は減少、

申告納税額（＋２４．３％）は増加しました。 
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◎ 暦年課税の概要 

１年間に贈与を受けた財産の価額の合計額（課税価格）から基礎控除額（110 万円）

を控除した残額（基礎控除後の課税価格）について、贈与者と受贈者との続柄及び受

贈者の年齢に応じて贈与税額を計算するものです。 

 

○ 一般税率 

父母や祖父母などの直系尊属以外の贈与者から財産の贈与を受けた場合や受贈者

が贈与の年の１月１日において 20 歳未満である場合には、「一般税率」を適用して

贈与税額を計算します。 

 

 ○ 特例税率 

父母や祖父母などの直系尊属である贈与者から財産の贈与を受け、かつ、受贈者

が贈与の年の１月１日において 20 歳以上である場合には、「特例税率」を適用して

贈与税額を計算します。 

 

◎ 相続時精算課税の概要 

贈与財産から相続時精算課税の特別控除額を控除した残額に一定の税率を乗じて算

出した金額の贈与税を支払い、贈与者が亡くなったときにその贈与財産と相続財産と

を合計した価額を基に相続税額を計算し、既に支払った贈与税額を控除するものです。 

相続時精算課税は下記の適用要件に該当する場合に贈与者が異なるごとに選択する

ことができます。 

なお、一度この相続時精算課税を選択すると、その後、同じ贈与者からの贈与につ

いて「暦年課税」に変更することはできません。 

 

○ 適用要件 

１ 贈与者は 60 歳以上の者（父母や祖父母など）であること。 

２ 受贈者は 20 歳以上で、かつ、贈与を受けた時において贈与者の直系卑属（子や

孫など）である推定相続人又は孫であること。 
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Ⅱ 各種施策の実施状況 

１ ＩＣＴを利用した所得税等の確定申告書の提出人員の状況 

＝ＩＣＴを利用した所得税等の確定申告書の提出人員は１７３万１千人と増加＝ 

＝自宅等からのICTを利用した確定申告書の提出人員は１１１万２千人と増加＝ 

 
（注）翌年３月末日までに所得税等の確定申告書を提出した人員である。 

 

ＩＣＴを利用した所得税等の確定申告書の提出人員は１７３万１千人

で、平成２７年分（１６３万７千人）から９万５千人（＋５．８％）増加

しました。 

 

《自宅等からのＩＣＴを利用した申告》 

国税庁ホームページの確定申告書等作成コーナーや民間の会計ソフト

で申告書を作成し、ｅ－Ｔａｘを利用して送信又は郵送等により書面で提

出することができます。 

これらのＩＣＴを利用して自宅等から所得税等の確定申告書を提出し

た人員は、１１１万２千人（＋９．６％）と増加しました。 
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２ ＩＣＴを利用した贈与税の申告書の提出人員の状況 
＝ＩＣＴを利用した贈与税の申告書の提出人員は４万５千人と増加＝ 
＝自宅等からのＩＣＴを利用した贈与税の申告書の提出人員は３万６千人と増加＝ 

 

（注） 翌年３月末日までに贈与税の申告書を提出した人員数である。 
 

ＩＣＴを利用した贈与税の申告書の提出人員は４万５千人で、平成２７年

分（４万２千人）から３千人（＋７．４％）増加しました。 

 

《自宅等からのＩＣＴを利用した申告》 

ＩＣＴを利用して自宅等から贈与税の申告書を提出した人員は、３万

６千人（＋１２．２％）と増加しました。 
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（表３－２）所得税等の主たる所得区分別所得金額等

１　関東信越国税局計

（注）１　両年分とも翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。

　　　２　かっこ書は、合計に対する割合（構成比）である。

２　茨城県

（注）１　両年分とも翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。

　　　２　かっこ書は、合計に対する割合（構成比）である。
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+3.1 +0.7 +4.3 ▲0.7

(32.5) (3.0)

(26.0)

+10.1

▲11.4

合　計 99,498 48,688 47,701 3,366 1,401 +2.6 +2.5 +2.7 +4.4

(79.9) (95.1) (76.3) (80.5)

+1.3 +6.4

その他所得者
(86.7)

86,293 1,128 +2.4 +1.9

(23.7)

799 273

(19.5)

+3.8

13,205 9,804 2,317

％ ％ ％ ％億円 億円 億円 億円 億円 ％

+8.0

+3.8 +5.2

(1.1)

不動産所得者
(7.5) (14.2)

+0.2 +2.0

▲1.1 +1.2

総所得金額 申告納税額 還付税額

納税 還付 納税
申告納税額
のあるもの

還付申告
総所得金額

平成28年分

平成27年分

税額

還付

+1.4 +1.6

+2.8

(0.6)

+0.4

+3.1

▲1.4

▲38.2

+1.5

▲1.5

▲33.1
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（表３－２）正誤表
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３　栃木県

（注）１　両年分とも翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。

　　　２　かっこ書は、合計に対する割合（構成比）である。

４　群馬県

（注）１　両年分とも翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。

　　　２　かっこ書は、合計に対する割合（構成比）である。

(18.1) (1.5)

上記以外
(8.3) (15.0) (1.1) (31.8) (3.2)

給与所得者
(59.1) (46.9) (74.7) (23.6) (56.1)

1,053 228 794 5.0

不動産所得者

(29.0) (22.2)(15.3) (22.0) (5.4)

所

得

区

分

別

内

訳

事業所得者

5,788 2,390 3,271 76

98 +1.9 +0.9 +2.6

816 762 50 103 4.1 ▲5.4 ▲2.2

雑所得者
(10.8) (4.5)

(6.6)

▲0.5 ▲0.0

71

(0.8)

その他所得者
(84.7) (78.0) (94.6) (71.0) (77.8)

+1.5

(17.6)

+0.8

申告納税額
のあるもの

還付申告
総所得金額

納税 還付 納税

総所得金額 申告納税額 還付税額

+10.9

合　計

％億円 億円 億円

還付

+4.1 +0.9

22

(11.6) (0.6) (14.0)

給与所得者
(60.4) (47.5) (75.2) (22.6) (56.5)

5,960 2,323 3,510 72 72

(18.2)

+3.5 +2.0 +2.6

▲1.6

▲0.2

+4.1

645 590 25 45 1.0 +1.1 +0.9

8,302 3,970 4,140 229

1,122 237 94 28

+2.3

1,494

9,796 5,092 4,377 323 126 +2.0

+4.4

1,098 229 840 11.7 23 +2.3

+6.6

(29.8) (21.4)

(18.0) (3.7)

8,395

(11.1)

698 645 50 84

+2.4 +1.0 +2.8 ▲2.8

所

得

区

分

別

内

訳

事業所得者
(14.9) (22.6) (5.2)

+3.6 +1.6 +7.0

1,468

9,863 4,894 4,665 316 128 +2.7

+9.5 +0.5 +132.7
雑所得者

その他所得者
(85.1) (77.4) (94.8) (70.2) (78.6)

合　計

+6.9

▲2.5

+1.7

1,106

(12.1)

640 592
不動産所得者

(6.5) (0.6)

上記以外
(7.1)

4.1

(0.5) (17.4)

％億円 億円 億円 億円 億円 ％ ％ ％

総所得金額 申告納税額 還付税額
申告納税額
のあるもの

還付申告
総所得金額

納税 還付 納税

243 94 27 +4.9

(4.7)

3,788 4,422 222

(13.2) (1.1) (26.5) (3.2)

億円 億円 ％ ％ ％ ％

▲29.9

22 55 0.8 +1.6 +2.1

100

▲0.3

+2.2 +3.1 ▲0.5

+2.6 +7.6 ▲34.0

+1.4 +2.5

▲43.2

▲1.2

+2.3 +2.7

+0.7

+4.4

▲0.2

▲36.6

▲3.3

▲2.1

▲3.6

平成28年分

平成27年分

税額

還付

平成28年分

平成27年分

税額

％

+2.7

▲0.1

▲8.8

▲0.3

▲1.5

+0.7 +7.4
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（表３－２）正誤表
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